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Ⅰ 業績のハイライト －平成18年度中間決算（個別）について－ 

１．はじめに 

   
○ 
 
当行の営業基盤である宮城県の経済は、生産面では鉱工業生産が高水準を維持しつつ、緩やかな上昇の動
きが見られました。雇用面でも有効求人倍率が改善し、また、個人消費についても底堅く推移しており、
全体として、景気は緩やかな回復を続けております。 
○ 平成18年度中間決算は、本年4月からスタートした中期経営計画｢好品質計画｣に基づき当行が取り組ん
できた成果を表すものです。 

 
 

２．損益の状況 
 
○ 経常収益は99億82百万円（前年同期比9.6㌫増）となり、経常利益は7億73百万円（前年同期比37.9
㌫減）、中間純利益は4億25百万円（前年同期比48.6 ㌫減）となりました。また、銀行本来の収益力を
表すコア業務純益は11億37百万円（前年同期比24.4㌫減）となりました。 
○ 経常収益は、資金運用収益の増加や国債等債券売却益の計上により増加しました。一方、コア業務純益は、
日本銀行のゼロ金利政策解除にともなう資金調達費用の増加により資金利益が減少したことに加え、ＡＴ
Ｍ手数料等の役務取引等利益が減少したことなどから減益となりました。 
○ 貸倒償却引当費用（一般貸倒引当金繰入額＋不良債権処理額）は、貸出金の資産査定をより厳格に実施し
た結果、個別貸倒引当金及び一般貸倒引当金の繰入等により9億28百万円（前年同期比351.9㌫増）と
なりました。 
○ 経常利益及び中間純利益は、コア業務純益の減少や貸倒償却引当費用の増加などにより減益となりまし
た。 

 
 【表１－１】損益状況                                           （単位：百万円、％） 

 
 17年度中間期 18年度中間期 

前年同期比 増減率 
18/3期 
（参考） 

経 常 収 益  9,104 9,982 878 9.6 18,894 
業 務 粗 利 益  7,514 7,750 236 3.1 15,139 
資金利益  7,090 6,879 △211 △2.9 14,048 
役務取引等利益  460 359 △101 △21.8 1,054  
その他業務利益     注1 △35 511 546 － 36 
経費（除く臨時処理分）  6,037 6,104 67 1.1 11,732 
うち人件費  2,965 3,064 99 3.3 5,808 
 
うち物件費  2,682 2,606 △76 △2.8 5,337 
業務純益（一般貸倒繰入前）  1,477 1,646 169 11.4 3,406 
 コア業務純益      注2 1,504 1,137 △367 △24.4 3,343 
一般貸倒引当金繰入額①  － 290 290 － 76 
業 務 純 益  1,477 1,356 △121 △8.1 3,330 
臨 時 損 益  △231 △582 △351 － △891 
うち株式等関係損益   注3 △26 △9 17 － 496 
うち不良債権処理額   ②  205 638 433 210.7 1,428 
うち貸出金償却  165 35 △130 △78.5 801 
うち個別貸倒引当金繰入額  － 566 566 － 586  
うち債権売却損  39 35 △4 △9.2 41 

 

（貸倒償却引当費用） ①＋② 注4    (205) (928) (723) (351.9) (1,504) 
経 常 利 益  1,245 773 △472 △37.9 2,439 
中 間 純 利 益  828 425 △403 △48.6 1,444 
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【表１－２】国債等債券損益                                            （単位：百万円） 

 
 17年度中間期 18年度中間期 

前年同期比 
国 債 等 債 券 損 益 △27 508 535 
売 却 益 － 732 732 
償 還 益 12 0 △12 
売 却 損 － － － 
償 還 損 39 224 185 
 

償 却 1 0 △1 
    
【表１－３】株式等損益                                            （単位：百万円） 

 
 17年度中間期 18年度中間期 

前年同期比 
株 式 等 損 益      △26 △9 17 
売 却 益 7 13 6 
売 却 損 － － －  
償 却 33 23 △10 

 
（注1） 「その他業務利益」には、国債等債券損益を含んでおります。国債等債券損益の内訳は【表１－２】

のとおりです。 
（注2） 「コア業務純益」とは、貸出・預金・為替等の銀行本来業務による利益を表し、貸倒引当金の繰入れ、

貸出金・株式等の償却、国債等債券の売却損益等を加味しない利益です。 
（注3） 「株式等関係損益」の内訳は【表１－3】のとおりです。 
（注4） 17 年度中間期は、一般貸倒引当金の戻入額が個別貸倒引当金の繰入額を上回ったことから、その差額

分167 百万円を特別利益に計上しております。これを含めた場合、18年度中間期の貸倒償却引当費用
は、前年同期比890百万円の増加となります。 

 
【図１】損益及び貸倒償却引当費用の推移（単位：百万円）                                              
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（説明） 
・ 銀行本来の収益力を表すコア業務純益は、資金利益及び役務取引等利益の減少により
減益となりました。 
・ 貸倒償却引当費用は、一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金の繰入等により前年同期比
7億23百万円増加しました。 
・ 経常利益は、コア業務純益の減益、貸倒償却引当費用の増加等から減益となりました。 
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３．自己資本比率の状況 

 
○ 単体自己資本比率は、18年3月末比0.07ポイント上昇し8.76％となりました。 
○ 上昇した主な要因は、中間純利益4億25百万円を計上したことなどによるものです。 
○ なお、連結自己資本比率は、18年3月末比0.08ポイント上昇し8.36％となりました。 

   
 
 
   【表２】自己資本比率（国内基準）                                     （単位：％） 

  17年9月末 18年3月末 18年9月末 
17年9月末比 18年3月末比 

自 己 資 本 比 率（単体） 8.51 8.69 8.76 0.25 0.07 
      （連結） 8.08 8.28 8.36 0.28 0.08 

  （注）18年9月末の計数は速報値です。 
 
 
 
【図２】自己資本比率の推移（単位：％）         
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（説明） 
・ 当行の自己資本比率は国内基準が適用されていますが、連結・単体ともに国内基準で
ある4％を大きく上回っています。 
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４．貸出金・預金・預かり資産・有価証券の状況 

 
 
(１) 貸出金の状況 
 
 
○ 貸出金残高は、前年同月比58億5百万円増加の5,126億14百万円（前年同月比1.1㌫増）となり
ました。 
○ 中小企業向け貸出は、地域経済が緩やかに回復しているものの、依然として取引先企業の資金需要
が低迷していることから、2,224億76百万円（前年同月比1.8㌫減）となりました。 
○ また、消費者ローン残高は、住宅ローン残高が1,324億 6百万円（前年同月比2.7㌫減）と減少し
たことなどにより、1,530億58百万円（前年同月比3.2㌫減）となりました。 
○ 一方、地方公共団体向け貸出は、805億3百万円（前年同月比16.9㌫増）と堅調に推移しました。 

 
 

 

【表３】貸出金の残高                                            （単位：百万円、％） 
   17年9月末 18年9月末 

前年同月比 増減率 
貸 出 金 （ 末 残 ） 506,809 512,614 5,805 1.1 
うち中小企業向け貸出 226,757 222,476 △4,281 △1.8 
うち消費者ローン 158,226 153,058 △5,168 △3.2 
 うち住宅ローン 136,192 132,406 △3,786 △2.7 
うち地方公共団体向け貸出 68,853 80,503 11,650 16.9 

 

 
【図３】貸出金の残高推移（単位：億円）    
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（説明） 
・ 中小企業向け貸出は資金需要が依然として低迷している状態ですが、地方公共団体向
け貸出が堅調に推移しています。 
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（２）預金の状況（譲渡性預金を含む） 
 
 
○ 預金残高は、前年同月比118億32百万円増加の7,509億94百万円（前年同月比1.6㌫増）となり
ました。 
○ このうち主力の個人預金は、期間限定の満期延長特約付定期預金「ワンダフル１」の取扱いなどに
より堅調に推移し、5,569億92百万円（前年同月比3.2㌫増）となりました。 
○ 一方、公金については、718億26百万円（前年同月比5.3㌫減）となりました。 
○ また、法人預金は、景況を反映し、手持ち資金の取崩し等により、1,177億27百万円（前年同月比
1.6㌫減）となりました。 
 

 
 
【表４】預金の残高                                                         （単位：百万円､％） 

  17年9月末 18年9月末 
前年同月比 増減率 

預金＋譲渡性預金（末残） 739,162 750,994 11,832 1.6 
 うち個人預金 539,214 556,992 17,778 3.2 
 うち法人預金 119,759 117,727 △2,032 △1.6 
 うち公金 75,846 71,826 △4,020 △5.3 

 
 

 
【図４】預金の残高推移（単位：億円）    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（説明） 
・ 法人預金及び公金は減少傾向にあるものの、主力の個人預金は堅調に推移しています。 

 
    
 
 
 

7,440 7,391 7,509

5,183 5,392 5,569

1,309 1,197 1,177830 758 718

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

16/9末 17/9末 18/9末

預金 うち個人預金 うち法人預金 うち公金

個人預金 

法人預金 

公金 



株式会社 仙 台 銀 行     

6  

（３）預かり資産の状況 
 
 
○ 預かり資産残高は、前年同月比71億25百万円増加の200億6百万円（前年同月比55.3㌫増）とな
りました。 
○ 公共債は、国債を中心に預け入れが堅調に推移し、116億60百万円（前年同月比48.2㌫増）となり
ました。 
○ 投資信託は、分配金受取型の商品を中心に販売が好調に推移し、61億 84 百万円（前年同月比97.5
㌫増）となりました。 

 
 

【表５】預かり資産の残高                                                     （単位：百万円､％） 
  17年9月末 18年9月末 
前年同月比 増減率 

預 か り 資 産（末 残） 12,881 20,006 7,125 55.3 
 うち公共債 7,865 11,660 3,795 48.2 
 うち投資信託 3,131 6,184 3,053 97.5 
 うち個人年金保険   1,884 2,161 277 14.7 
（注）個人年金保険残高は、成約累計残高としており、解約分は考慮しておりません。 

 
 
【図５】預かり資産の残高推移（単位：億円）    
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（説明） 
・ 公共債は、国債を中心に預け入れが堅調に推移しました。投資信託は、分配金受取型
の商品を中心に残高が伸長しました。 
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（４）有価証券の状況 
 
○ 
 
有価証券の残高は、1,973億61百万円（前年同月比7.1㌫増）となりました。市場動向等を勘案し、
リスクの分散を図りながら、資金の効率的かつ安定した運用に傾注しました。 
○ その他有価証券の評価損益は、長期金利の上昇で債券に評価損が生じたことや株式の評価益が減少
したことなどにより、前年同月比28億93百万円減少し、33億18百万円となりました。 

 
 

  【表６－１】有価証券の残高                                  （単位：百万円、％） 
 

 17年9月末 18年9月末 前年同月比 増減率 
有 価 証 券 184,222 197,361 13,139 7.1 
国 債 51,870 60,739 8,869 17.0 
地 方 債 5,556 5,521 △35 △0.6 
社 債 59,095 67,696 8,601 14.5 
株 式 16,560 15,725 △835 △5.0 
 

そ の 他 の 証 券 51,139 47,678 △3,461 △6.7 
    
【表６－２】有価証券の評価損益                          （単位：百万円） 

 
 17年9月末 18年9月末 前年同月比 
満期保有目的有価証券 126 △1,760 △1,886 
そ の 他 有 価 証 券 6,211 3,318 △2,893 
株 式 5,551 4,689 △862 
債 券 498 △783 △1,281  
そ の 他 161 △587 △748 
   

 
【図６】有価証券残高及びその他有価証券評価損益の推移（単位：億円）    
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（説明） 
・ 有価証券は、リスク分散を図りながら、資金の効率的かつ安定した運用に取組んでい
ます。 
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 ５．金融再生法開示債権・リスク管理債権の状況 

 
（１）金融再生法開示債権の残高 
 
○ 
 
債務者区分の一部ランクダウンもありましたが、債権の償却や売却を進めたことなどにより、要管
理債権以下の合計額は312億3百万円（前年同月比7億86百万円減）となりました。 

 
【表７】金融再生法開示債権の残高                                            （単位：百万円） 

  17年9月末 18年3月末 18年9月末 
17年9月末比 18年3月末比 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 11,072 8,048 8,681 △2,391 633 

危 険 債 権 17,213 17,964 17,417 204 △547 

要 管 理 債 権 3,703 5,788 5,103 1,400 △685 

小    計（Ａ） 31,989 31,801 31,203 △786 △598 

正 常 債 権 480,877 478,571 487,329 6,452 8,758 
要注意先のうち要管理債権以外 59,724 74,850 69,562 9,838 △5,288 
 
上   記    以   外 421,152 403,720 417,767 △3,385 14,047 

合    計（B） 512,866 510,372 518,532 5,666 8,160 
（単位：％） 

（ A／B ） 6.23 6.23 6.01 △0.22 △0.22 
 
 

（２）金融再生法開示債権の保全状況 
    
○ 
 
金融再生法開示債権の保全については、担保保証等のほか、過去の貸倒実績率に基づき今後の予想
損失率を算出し、貸倒引当金を計上しております。保全率は、18年9月末で84.0％（前年同月実績
79.7％）となりました。 

 
  【表８】金融再生法開示債権の保全状況（18年9月末）                      （単位：百万円､％） 

債 権 額 保 全 額  保 全 率  
（A）   （B） 担保保証等 貸倒引当金 （B／A） 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 8,681 8,681 5,876 2,805 100.0 

危 険 債 権 17,417 15,694 13,489 2,205 90.1 

要 管 理 債 権 5,103 1,845 1,076 769 36.1 

合 計 31,203 26,222 20,442 5,780 84.0 

＜参考＞ 17年9月末                                          （単位：百万円､％）   
債 権 額 保 全 額  保 全 率  
（C）   （D） 担保保証等 貸倒引当金 （D／C） 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 11,072 11,072 7,686 3,385 100.0 

危 険 債 権 17,213 12,927 10,115 2,812 75.1 

要 管 理 債 権 3,703 1,496 1,035 461 40.4 

合 計 31,989 25,496 18,837 6,659 79.7 
（注1） 危険債権については、債権額から担保の処分見込額および保証等による回収可能見込額を控除した額に、

過去の貸倒実績率に基づく今後3年間の予想損失率を乗じ、個別貸倒引当金に計上しています。 
（注2） 要管理債権については、過去の貸倒実績率に基づく予想損失率より今後 3 年間の予想損失額を算定し、

一般貸倒引当金に計上しています。 
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（３）リスク管理債権の状況 
○ リスク管理債権額は、309億87百万円（前年同月比7億96百万円減）となりました。 
○ なお、リスク管理債権額が貸出金残高（末残）に占める割合は6.04％となり、17年9月末比0.23ポ
イント低下、18年3月末比では0.19ポイント低下しました。 

 
【表９】リスク管理債権の状況                                            （単位：百万円） 

  17年9月末 18年3月末 18年9月末 
17年9月末比 18年3月末比 

破 綻 先 債 権 3,691 2,515 2,236 △1,455 △279 
延 滞 債 権 24,387 23,163 23,646 △741 483 
３カ月以上延滞債権 465 186 181 △284 △5 
貸 出 条 件 緩 和 債 権 3,237 5,601 4,922 1,685 △679 
       合   計     (A) 31,783 31,468 30,987 △796 △481 
   (単位：百万円、％) 
貸出金残高（末残） （B） 506,809 504,362 512,614 5,805 8,252 
      （ A／B ） 6.27 6.23 6.04 △0.23 △0.19 

 
   ＜参考＞ 連結ベース                                                         （単位：百万円） 

  17年9月末 18年3月末 18年9月末 
17年9月末比 18年3月末比 

破 綻 先 債 権 3,691 2,515 2,236 △1,455 △279 
延 滞 債 権 24,487 23,245 23,748 △739 503 
３カ月以上延滞債権 472 203 194 △278 △9 
貸 出 条 件 緩 和 債 権 3,278 5,641 4,963 1,685 △678 
合   計    （C） 31,930 31,607 31,141 △789 △466 

                （単位：百万円、％） 
貸出金残高（末残） （D） 503,143 500,800 509,185 6,042 8,385 
 （ C／D ） 6.34 6.31 6.11 △0.23 △0.20 

 

【図７】リスク管理債権残高及び貸出金残高に占める割合推移（個別ベース、単位：億円、％）  
 

323 317 314 309

6.46 6.27 6.23 6.04

0

100

200

300

400

17/3末 17/9末 18/3末 18/9末
0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

リスク管理債権残高 対貸出金残高比率
 

（説明） 
・ 貸出金残高に占めるリスク管理債権の比率は、漸次低下しています。 
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（４）自己査定の債務者区分に基づく債権、金融再生法開示債権及びリスク管理債権の関係 
 
○ 
 
自己査定の債務者区分に基づく債権と金融再生法開示債権及びリスク管理債権の3つについては、債権の
対象範囲や分類方法がそれぞれ異なっていますが、それぞれの対比を表すと概ね下表のようになります。 

 

【表10】自己査定の債務者区分に基づく債権と金融再生法開示債権及びリスク管理債権の関係  （単位：億円） 

自己査定   

   
分類区分 

 
債務者区分 

非分類 Ⅱ 分類 Ⅲ 分類 Ⅳ 分類 引 当 率 

 金融再生法開示債権 
 

リスク管理債権 

破 綻 先 

22 
7 8 2 4 100.000%  

 
破綻先債権 

22 

実 質 破 綻 先 

64 
11 31 4 17 100.000%  

破産更生債権および 

これらに準ずる債権 

86 
 

破 綻 懸 念 先 

174 
74 60 39  56.143%  

危 険 債 権 

174 

 

延滞債権 

236 

３カ月以上延滞債権 

1 
要 管 理 債 権 

51 

 

貸出条件緩和債権 

49 
要管理先 

75 
10 64   14.885%  

 合 計 

309 
要
注
意
先 

要管理先 

以外の 

要注意先 

671 

354 316   1.071%  

正 常 先 

4,177 
4,177    0.054% 

 

（小 計 312） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
正 常 債 権 

 
4,873 

 

合  計 

5,185 
4,636 481 45 21   

合   計 

5,185 
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６．経営指標 

 
○ ＲＯＥ（資本当期利益率）は、中間純利益が減益となったことなどにより、前年同期比3.67ポイン
ト低下の3.66％となりました。 
○ ＲＯＡ（総資産業務純益率）は、業務純益が減益となったことなどにより、前年同期比0.04ポイン
ト低下の0.34％となりました。 
○ ＯＨＲ（業務粗利益経費率）は、業務粗利益が増益となったことなどにより、前年同期比1.58ポイ
ント低下し78.76％となりました。 

 
 
   【表11】経営指標（個別）                                          （単位：％） 

  17年度中間期 18年度中間期 
前年同期比 

ＲＯＥ（資本当期利益率） 7.33 3.66 △3.67 
ＲＯＡ（総資産業務純益率） 0.38 0.34 △0.04 
ＯＨＲ（業務粗利益経費率） 80.34 78.76 △1.58 

 
 

７．平成19年3月期 業績予想 

 
○ 宮城県の経済状況は、地域や業種間の格差をともないつつも、今後も緩やかな回復基調が続くもの
と予想されます。 
○ このような環境のなか、4月よりスタートした中期経営計画「好品質計画」に基づき、本計画に掲げ
た「営業体制の再構築」に取組むことなどにより収益力の強化に努めてまいります。 
○ 19年3月期の通期業績の見通しは、当初の業績予想値どおりで変更はありません。 

 
    
 
   【表12】通期業績の見通し（個別）                   （単位：百万円） 

 経常収益 経常利益 当期純利益 

平成19年3月期 18,600 1,800 1,000 
（参考）当初業績予想 18,600 1,800 1,000 

 
（参考）平成18年3月期 18,894 2,439 1,444 

 
 
 

   ＜参考＞ 連結ベース                             （単位：百万円） 

 経常収益 経常利益 当期純利益 

平成19年3月期 18,800 1,900 1,100 
（参考）当初業績予想 18,800 1,900 1,100 

 
（参考）平成18年3月期 19,079 2,625 1,553 
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Ⅱ 平成18年度　中 間 期 決 算 の 概 況

１．損益状況
【個別】 (単位：百万円)

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

中 間 純 利 益 425 403△        828
法 人 税 等 調 整 額 103 79 24
法 人 税、 住民 税及 び事 業税 211 364△        575
税 引 前 中 間 純 利 益 740 688△        1,428
固 定 資 産 処 分 損 49 42 7
固 定 資 産 処 分 益 - - -
う ち 固 定 資 産 処 分 損 益 49△         42△         7△         
特 別 損 益 33△         216△        183
経 常 利 益 773 472△        1,245
そ の 他 臨 時 損 益 65 65 0
株 式 等 償 却 23 10△         33
株 式 等 売 却 損 - - -
株 式 等 売 却 益 13 6 7
株 式 等 関 係 損 益 9△         17 26△         
( 貸倒償却引当費用① +② ) 928 723 205

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 566 566 -
貸 出 金 償 却 35 130△        165
② 不 良 債 権 処 理 額 638 433 205
臨 時 損 益 582△        351△        231△        
うち国債等債券損益（５勘定尻） 508 535 27△         
業 務 純 益 1,356 121△        1,477
① 一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 290 290 -
除く国債等債券損益(5勘定尻) 1,137 367△        1,504
業務純益（一般貸倒繰入前） 1,646 169 1,477
税 金 433 43 390
物 件 費 2,606 76△         2,682
人 件 費 3,064 99 2,965
経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ） 6,104 67 6,037
そ の 他 業 務 利 益 3 2 1
役 務 取 引 等 利 益 1 0 1
資 金 利 益 274 187△        461
国 際 業 務 粗 利 益 279 184△        463
そ の 他 業 務 利 益 508 544 36△         
役 務 取 引 等 利 益 358 100△        458
資 金 利 益 6,604 25△         6,629
国 内 業 務 粗 利 益 7,471 420 7,051
(除く国債等債券損益(5勘定尻)) 7,241 301△        7,542

平成18年中間期 平成17年中間期平成17年中間期比

業 務 粗 利 益 7,750 236 7,514

債 権 売 却 損 35 4△         39

12
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【連結】
（連結損益計算書ベース） (単位：百万円)

(注) 連結粗利益＝(資金運用収益－資金調達費用)＋(役益取引等収益－役務取引等費用)

                                             ＋(その他業務収益－その他業務費用) 

（連結対象会社数） (社)
連結子会社数

持分法適用会社数

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

2 - 2

- - -

中間純利益(△は中間純損失) 497 392△        889

少数株主利益(△は少数株主損失) 0 1△         1

法 人 税 等 調 整 額 148 131 17

法 人 税、 住民 税及 び事 業税 218 398△        616

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益 864 660△        1,524

特 別 損 益 16 159△        175

経 常 利 益 ( △ は 経 常 損 失 ) 847 502△        1,349

そ の 他 185 32 153

株 式 等 関 係 損 益 9△         17 26△         

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 283 309 26△         

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 608 573 35

貸 出 金 償 却 42 125△        167

貸 倒 償 却 引 当 費 用 969 753 216

営 業 経 費 6,195 29 6,166

そ の 他 業 務 利 益 511 546 35△         

役 務 取 引 等 利 益 382 103△        485

資 金 利 益 6,943 213△        7,156

平成18年中間期 平成17年中間期平成17年中間期比

連 結 粗 利 益 7,837 232 7,605

債 権 売 却 損 35 4△         39
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２．業務純益【個別】 （単位：百万円）

18年中間期 17年中間期

17年中間期比

1,646 169 1,477 

2,242 263 1,979 

1,356 △ 121 1,477 

1,847 △ 132 1,979 

（注）職員一人当たり計数は、期中平均人員により算出しております。

３．利鞘（国内業務部門）【個別】

18年中間期 17年中間期

17年中間期比
% % %

1.86 - 1.86 

貸出金利回 2.38 △ 0.04 2.42 

1.08 0.04 1.04 

1.72 0.04 1.68 

預金等利回 0.09 0.07 0.02 

0.14 △ 0.04 0.18 

４．有価証券関係損益【個別】 （単位：百万円）

18年中間期 17年中間期

17年中間期比

508 535 △ 27 

売　　却　　益 732 732 - 

償　　還　　益 0 △ 12 12 

売　　却　　損 - - - 

償　　還　　損 224 185 39 

0 △ 1 1 

△ 9 17 △ 26 

売　　却　　益 13 6 7 

売　　却　　損 - - - 

償　　　　　却 23 △ 10 33 

職員一人当たり（千円）

株式等損益

国債等債券損益

償　　　　　却

（１）業務純益（一般貸倒引当金繰入前）

（３）総資金利鞘（Ａ）－（Ｂ）

（１）資金運用利回（Ａ）

有価証券利回

（２）資金調達原価（Ｂ）

職員一人当たり（千円）

（２）業務純益

14



株式会社 仙 台 銀 行

５．自己資本比率（国内基準）【連結】 （単位：百万円）

18年9月末 18年3月末 17年9月末

18年3月末比 17年9月末比

8.36% 0.08% 0.28% 8.28% 8.08% 

19,196 303 767 18,893 18,429 

8,094 △ 373 △ 134 8,467 8,228 

(ｲ) うち自己資本に計上された再評価差額 1,934 - - 1,934 1,934 

(ﾛ) うち劣後ローン残高 4,120 △ 620 △ 820 4,740 4,940 

（４）控除項目 - - - - - 

27,291 △ 69 633 27,360 26,658 

326,381 △ 3,815 △ 3,168 330,196 329,549 

自己資本比率（国内基準）【単体】 （単位：百万円）

18年9月末 18年3月末 17年9月末

18年3月末比 17年9月末比

8.76% 0.07% 0.25% 8.69% 8.51% 

20,872 232 645 20,640 20,227 

7,456 △ 335 △ 115 7,791 7,571 

(ｲ) うち自己資本に計上された再評価差額 1,316 - - 1,316 1,316 

(ﾛ) うち劣後ローン残高 4,120 △ 620 △ 820 4,740 4,940 

（４）控除項目 - - - - - 

28,328 △ 103 530 28,431 27,798 

323,266 △ 3,719 △ 3,128 326,985 326,394 

６．ＲＯＥ【個別】

18年9月末 17年中間期
17年中間期比

業務純益ベース　 % % %

14.19 1.12 13.07 

11.69 △ 1.38 13.07 
3.66 △ 3.67 7.33 

（他の金融機関の資本調達手段
意図的な保有相当額）

（６）リスクアセット

（３）補完的項目

（他の金融機関の資本調達手段

（５）自己資本額　(2)+(3)-(4)

業務純益ベース

意図的な保有相当額）

（一般貸倒引当金繰入前）

（１）自己資本比率

（２）基本的項目

中間純利益ベース

（３）補完的項目

（６）リスクアセット

（５）自己資本額　(2)+(3)-(4)

（１）自己資本比率

（２）基本的項目
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７．有価証券の評価損益

（１）有価証券の評価基準
売買目的有価証券
満期保有目的有価証券
その他有価証券
子会社株式及び関連会社株式

（参考）金銭の信託中の有価証券
運用目的の金銭の信託

（２）評価損益
（単位：百万円）

前期比
△ 1,760 △ 1,886 513 2,273 126 126 - 
3,318 △ 2,893 5,168 1,850 6,211 7,186 975 

株 式 4,689 △ 862 4,748 59 5,551 5,602 50 
債 券 △ 783 △ 1,281 290 1,073 498 763 265 
そ の 他 △ 587 △ 748 129 717 161 820 659 

1,558 △ 4,779 5,682 4,123 6,337 7,312 975 
4,689 △ 862 4,748 59 5,551 5,602 50 
△ 723 △ 1,338 350 1,073 615 881 265 
△ 2,407 △ 2,576 583 2,990 169 829 659 

（注）１．満期保有目的の債券で時価のあるものを含んでおります。
２．「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、中間連結貸借対照表価額と取得価
　　額との差額を計上しております。
３．平成18年9月末の株式については、中間連結会計期間末日の時価に基づいております。
４．平成18年9月末における「その他有価証券」に係る評価差額金（相当額）は、1,978百万円であります。

（単位：百万円）

前期比
△ 1,760 △ 1,886 513 2,273 126 126 - 
3,318 △ 2,893 5,168 1,850 6,211 7,186 975 

株 式 4,689 △ 862 4,748 59 5,551 5,602 50 
債 券 △ 783 △ 1,281 290 1,073 498 763 265 
そ の 他 △ 587 △ 748 129 717 161 820 659 

1,558 △ 4,779 5,682 4,123 6,337 7,312 975 
4,689 △ 862 4,748 59 5,551 5,602 50 
△ 723 △ 1,338 350 1,073 615 881 265 
△ 2,407 △ 2,576 583 2,990 169 829 659 

（注）１．満期保有目的の債券で時価のあるものを含んでおります。
２．「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、中間貸借対照表価額と取得価額と
　　の差額を計上しております。
３．平成18年9月末の株式については、中間会計期間末日の時価に基づいております。
４．平成18年9月末における「その他有価証券」に係る評価差額金（相当額）は、1,978百万円であります。

そ の 他

債 券

その他有価証券

株 式
債 券

そ の 他

満 期 保 有 目 的

合 計

時価法（評価差額を損益処理）
償却原価法
時価法（評価差額を全部資本直入）
原価法

時価法（評価差額を損益処理）

評価損益

評価損

満 期 保 有 目 的

17年9月末

評価損益評価益 評価益 評価損評価損

その他有価証券

【連結】

【個別】

合 計
株 式

18年9月末

18年9月末

17年9月末

評価損益 評価損益 評価益 評価損評価益
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Ⅲ　貸出金等の状況

１．リスク管理債権の状況

【個別】 （単位：百万円）

18年9月末 18年3月末 17年9月末

18年3月末比 17年9月末比

破 綻 先 債 権 額 2,236 △ 279 △ 1,455 2,515 3,691 

延 滞 債 権 額 23,646 483 △ 741 23,163 24,387 

３カ月以上延滞債権額 181 △ 5 △ 284 186 465 

貸出条件緩和債権額 4,922 △ 679 1,685 5,601 3,237 

合 計 30,987 △ 481 △ 796 31,468 31,783 

貸 出 金 残 高 （末 残） 512,614 8,252 5,805 504,362 506,809 

破 綻 先 債 権 額 0.43% △ 0.06% △ 0.29% 0.49% 0.72% 

延 滞 債 権 額 4.61% 0.02% △ 0.20% 4.59% 4.81% 

３カ月以上延滞債権額 0.03% - △ 0.06% 0.03% 0.09% 

貸出条件緩和債権額 0.96% △ 0.15% 0.33% 1.11% 0.63% 

合 計 6.04% △ 0.19% △ 0.23% 6.23% 6.27% 

【連結】 （単位：百万円）

18年9月末 18年3月末 17年9月末

18年3月末比 17年9月末比

破 綻 先 債 権 額 2,236 △ 279 △ 1,455 2,515 3,691 

延 滞 債 権 額 23,748 503 △ 739 23,245 24,487 

３カ月以上延滞債権額 194 △ 9 △ 278 203 472 

貸出条件緩和債権額 4,963 △ 678 1,685 5,641 3,278 

合 計 31,141 △ 466 △ 789 31,607 31,930 

貸 出 金 残 高 （末 残） 509,185 8,385 6,042 500,800 503,143 

破 綻 先 債 権 額 0.43% △ 0.07% △ 0.30% 0.50% 0.73% 

延 滞 債 権 額 4.66% 0.02% △ 0.20% 4.64% 4.86% 

３カ月以上延滞債権額 0.03% △ 0.01% △ 0.06% 0.04% 0.09% 

貸出条件緩和債権額 0.97% △ 0.15% 0.32% 1.12% 0.65% 

合 計 6.11% △ 0.20% △ 0.23% 6.31% 6.34% 

リ
ス
ク
管
理
債
権
額

貸
出
金
残
高
比

リ
ス
ク
管
理
債
権
額

貸
出
金
残
高
比
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株式会社 仙 台 銀 行

２．貸倒引当金の状況
【個別】 （単位：百万円）

18年9月末 18年3月末 17年9月末

18年3月末比 17年9月末比

貸倒引当金 7,046 281 △ 472 6,765 7,518 

一 般 貸 倒 引 当 金 2,025 290 710 1,735 1,315 
個 別 貸 倒 引 当 金 5,021 △ 9 △ 1,182 5,030 6,203 

【連結】 （単位：百万円）

18年9月末 18年3月末 17年9月末

18年3月末比 17年9月末比

貸倒引当金 7,198 292 △ 458 6,906 7,656 

一 般 貸 倒 引 当 金 2,075 283 722 1,792 1,353 
個 別 貸 倒 引 当 金 5,122 9 △ 1,180 5,113 6,302 

３．金融再生法開示債権

【個別】 （単位：百万円）

18年9月末 18年3月末 17年9月末

18年3月末比 17年9月末比
破 産 更 生 債 権 及 び
これらに準ずる債権 8,681 633 △ 2,391 8,048 11,072 

危 険 債 権 17,417 △ 547 204 17,964 17,213 

要 管 理 債 権 5,103 △ 685 1,400 5,788 3,703 
合 計 31,203 △ 598 △ 786 31,801 31,989 
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5,185

4,177

     合   計 5,185      合   計

     合   計 309

671
要管理先

正常債権 4,873

以外の
要注意先

正常先

 3ヵ月以上延滞債権 1

 貸出条件緩和債権 49要
注
意
先

要管理先 75 要管理債権

（ 小計 312

51

）

破綻懸念先 174 危険債権 174

延滞債権 236

破綻先債権 22   破産更生債権
   およびこれらに

破綻先 22

86

実質破綻先 64
   準ずる債権

参考 １    自己査定、金融再生法に基づく開示債権およびリスク管理債権の関係（18年9月末）

（単位：億円）

自己査定 金融再生法開示債権 リスク管理債権
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  実質破綻先債権
債権額から担保の処分見込額および保証等による回収可能
見込額を控除した額の全額を個別貸倒引当金に計上するか
直接償却

  破綻先債権
債権額から担保の処分見込額および保証等による回収可能
見込額を控除した額の全額を個別貸倒引当金に計上するか
直接償却

要管理先債権 過去の貸倒実績率に基づく予想損失率より今後３年間の予
想損失額を算定し、一般貸倒引当金に計上

  破綻懸念先債権
債権額から担保の処分見込額および保証等による回収可能
見込額を控除した額に、過去の貸倒実績率に基づく今後３
年間の予想損失率を乗じ、個別貸倒引当金に計上

  正常先債権 過去の貸倒実績率に基づく予想損失率より今後1年間の予
想損失額を算定し、一般貸倒引当金に計上

  要注意先債権 過去の貸倒実績率に基づく予想損失率より今後1年間の予
想損失額を算定し、一般貸倒引当金に計上

参考 ３   自己査定と償却・引当

債務者区分 償却・引当基準

5,780 84.0%

  要   管   理   債   権 5,103 769 36.1%

        合          計 31,203 26,222 20,442

100.0%

13,489 2,205 90.1%

5,876

15,694

1,845 1,076

2,8058,681

債 権 額
（Ａ）

  危     険     債     権 17,417

  破産更生債権および
8,681

  これらに準ずる債権

保 全 率
貸倒引当金 （Ｂ／Ａ）

    保 全 額
（Ｂ） 担保保証等

参考 ２    金融再生法開示債権の保全内訳（18年9月末）

（単位：百万円）
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４．業種別貸出金状況等

①業種別貸出金【個別】 （単位：百万円）

18年9月末 18年3月末 17年9月末

18年3月末比 17年9月末比

512,614 8,252 5,805 504,362 506,809 

製 造 業 23,112 1,663 3,120 21,449 19,992 

農 業 1,621 △ 3 118 1,624 1,503 

林 業 216 16 15 200 201 

漁 業 526 △ 18 △ 29 544 555 

鉱 業 38 △ 40 △ 40 78 78 

建 設 業 30,209 △ 2,435 △ 3,877 32,644 34,086 

電気・ガス・熱供給・水道業 710 156 170 554 540 

情 報 通 信 業 2,344 △ 1,021 △ 1,057 3,365 3,401 

運 輸 業 20,656 860 529 19,796 20,127 

卸 売 ・ 小 売 業 37,803 △ 2,263 △ 3,597 40,066 41,400 

金 融 ・ 保 険 業 34,325 2,060 7,293 32,265 27,032 

不 動 産 業 57,064 △ 126 △ 1,316 57,190 58,380 

各 種 サ ー ビ ス 業 68,495 △ 1,984 △ 2,507 70,479 71,002 

地 方 公 共 団 体 80,503 15,134 11,650 65,369 68,853 

そ の 他 154,985 △ 3,749 △ 4,667 158,734 159,652 

国内（除く特別国際金融取引勘定分）
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②消費者ローン残高【個別】 （単位：百万円）

18年9月末 18年3月末 17年9月末

18年3月末比 17年9月末比

153,058 △ 2,686 △ 5,168 155,744 158,226 

住 宅 ロ ー ン 残 高 132,406 △ 1,883 △ 3,786 134,289 136,192 

そ の 他 ロ ー ン 残 高 20,652 △ 803 △ 1,382 21,455 22,034 

③中小企業等貸出比率【個別】 （単位：％）

18年9月末 18年3月末 17年9月末

18年3月末比 17年9月末比

73.63% △ 2.65% △ 2.61% 76.28% 76.24% 

（注）　中小企業等とは、資本金３億円（ただし、卸売業は１億円、小売業、サービス業は５千万円）以
　　　下の会社又は常用する従業員が３００人（ただし、卸売業は１００人、小売業は５０人、サービス
　　　業は１００人）以下の会社及び個人であります。

５．預金、貸出金の残高【個別】
（単位：百万円）

18年9月末 18年3月末 17年9月末

18年3月末比 17年9月末比

750,994 10,165 11,832 740,829 739,162 

745,357 12,300 16,487 733,057 728,870 

512,614 8,252 5,805 504,362 506,809 

504,199 2,425 1,073 501,774 503,126 

預金＋譲渡性預金（平残）

貸 出 金 （ 末 残 ）

貸 出 金 （ 平 残 ）

消 費 者 ロ ー ン 残 高

中 小 企 業 等 貸 出 比 率

預金＋譲渡性預金（末残）
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